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研究要旨 

 

新型コロナウイルスの出現により、国際的なマスギャザリングのあり方は大きく変わった。東京オリンピック・パ

ラリンピック 2020 大会（以下、東京オリンピック）が今年度に延期された。今年度は、東京オリンピックを事例とし

て国際的なマスギャザリングのリスクマネジメントの取り組みと、その対応の取りまとめをおこなった。 

感染対策のポイントはこれまでの取り組みで明らかである。あとは、そのマスギャザリングにおいて何をやるか、

対象者はどこからくるのか、何をそこでするのか、そしてその後はすぐに帰るのかなどによって対応を追加したり

することとなる。リスクマネジメントの重要な点としては、飲食の場面やマスクを外す場面を特定して感染対策を

強化すること、そして、責任者を明確にすることである。 

 東京オリンピックでは、選手や事業者の間での感染と、客や、祝典的な雰囲気から感染が広がる場面となるよ

うな間接的な影響が考えられた。リスク評価や緊急事態宣言が発令されたことにより、無観客での開催となった。

そのため、選手同士など大会会場での感染対策に注力された。間接的な影響は不明だが、東京オリンピック

の間に感染者は増加したが、大会の開催には影響しなかった。その後は、国際的なマスギャザリングとしてマラ

ソン大会が実施されるなど事例を積み重ねながら今後も国内においてこうしたイベントが開催できるようにして

いく必要がある。 

 
A. 研究目的 

国際的なマスギャザリングは、様々な国の人が集うこと

であり、こうした場においては感染症や様々な健康危

機が起こりえることが報告されている。本研究では、国

際的なマスギャザリングにおける感染症などの危機管

理のあり方を明らかにすることであり、新型コロナウイ

ルスを特に考慮することを目的とする。東京オリンピッ

ク・パラリンピック 2020 大会（以下、東京オリンピック）

が今年度に延期された。今年度は、東京オリンピック

を事例として国際的なマスギャザリングのリスクマネジ

メントの取組と、その対応のとりまとめを行った。また、

その経験を活かして国内で開催されたマラソン大会

においても対策を行った。 

 
B. 研究方法 

 東京オリンピックの実施にあたり、関連する自治体と

連携する会合の実施ならびに、ホストタウンの取組の

支援ツール作成と実際の支援、会場での対応を行っ

た。また、東京オリンピック開催後は対応についてのと

りまとめならびに、その後の国際的なマスギャザリング

として、マラソン大会の実施を支援した。 

 

 

 
C. 研究結果と考察 

１． 東京オリンピック開催前の対応 

１） 東京オリンピックによる間接的な影響への対

応 

ワクチン接種は開始されたものの、成人の年

代への接種はまだ広く接種が広まるにはオリ

ンピック後も含めた時間を要するような状況で

あった。また、緊急事態宣言の必要性なども

可能性としてあり得た。 

そうした状況において、東京オリンピックの選

手や関係者の間での感染の広がりだけでなく、

地域での感染の広がり、特に東京オリンピッ

クによる間接的影響が指摘された。2021 年の

6 月 18 日には、新型コロナの有志の会により

「2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技

大会に伴う新型コロナウイルス感染拡大リスク

に関する宣言 

（ https://note.stopcovid19.jp/n/n60ff3720a6

1a） 

が示された。骨子としては、次のように期され

ている。 

COVID-19 
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１ 多くの地域で緊急事態宣言が解除される6

月 20 日以降、東京オリンピック・パラリンピック

競技大会（以下、本大会）期間中を含め、ワク

チンの効果で重症者の抑制が期待できるよう

になるまでの間、感染拡大及び医療逼迫を

招かないようにする必要がある。ワクチン接種

が順調に進んだとしても、7 月から 8 月にかけ

て感染者および重症者の再増加がみられる

可能性がある。また、変異株の影響も想定す

る必要がある。 

2 本大会は、その規模や社会的注目度が通

常のスポーツイベントとは別格であるうえに、

開催期間が夏休みやお盆と重なるため、大

会開催を契機とした、全国各地での人流・接

触機会の増大による感染拡大や医療逼迫の

リスクがある。 

3 観客の収容方法等によっては、テレビ等で

感染する全国の人々にとって、「感染対策を

緩めても良い」という矛盾したメッセージにな

るリスクが発生する。大会主催者におかれて

は、このことを十分に考慮して、観客数等を

決定して頂きたい。 

4 無観客開催は、会場内の感染拡大リスクが

最も低いので、望ましいと考える。もし観客を

収容するのであれば、以下の３つの点を考慮

いただきたい。 

イ）観客数について、現行の大規模イベント

開催基準よりも厳しい基準の採用 

ロ）観客は、都道府県を超えた人々の人流・

接触機会を抑制するために、開催地の人に

限ること、さらに移動経路を含めて感染対策

ができるような人々に限ること 

ハ）感染拡大・医療逼迫の予兆が探知される

場合には、事態が深刻化しないように時機を

逸しないで無観客とすること 

5 大会主催者は行政機関とも連携し、不特

定多数が集まる応援イベント等の中止と飲食

店等での大人数の応援自粛の要請と同時に、

様々な最新技術を駆使した「パンデミック下

のスポーツ観戦と応援のスタイル」を日本から

提唱して頂きたい。 

6 政府は、感染拡大や医療逼迫の予兆が探

知された場合には、たとえ開催中であっても、

躊躇せずに必要な対策（緊急事態宣言の発

出等）を取れるように準備し、タイミングを逃さ

ずに実行して頂きたい。 

7 大会主催者及び政府は、これまで述べて

きたリスクをどう認識し、いかに軽減するのか、

そして、どのような状況になれば強い措置を

講じるのか等に関する考え方を、早急に市民

に知らせ、納得を得るようにして頂きたい。 

 

分担者においても東京 2020 オリンピック大

会後の国内の新型コロナの死亡者数を最少

にするための方策の検討が必要と考え、次の

ようなとりまとめを行った。 

 

東京 2020 オリンピック大会の開催が現実

味を帯びてきたが、国内の医療者から開催に

向けて反対意見が出ている。この１年間をコ

ロナと戦い続け、そしてワクチン接種を進めて

いる状況の中では当然の意見だと思う。なぜ

なら、我々医療者は、市民の命を守るために

適正な医療を行うことが使命だからである。 

 

大会を開催しても、市民の命を守るための

特措法上のリーダーは都道府県知事である

ことは変わらない。大会の最中においても、ま

ん延防止等重点措置や緊急事態宣言を必

要に応じてタイムリーに政府に要請し、市民

に介入や要請をするのは都道府県知事であ

る。 

都道府県知事は、できるだけ早く、大会を

想定した期間中の対応計画や、起こりうる事

態を市民にも示すべきである。英国株の威力

を目の当たりにした大阪や、大型連休での人

の動きと関連した沖縄や北海道の現在の状

況は、当然また起こりえる。 

 

大会の有無に関係なく、7 月 22 日からは４

連休であり、夏休みの始まりである。これまで

も連休の前から、繁華街への人の流れの増

加と関連するような感染の拡大がみられてい

る。ここに向けて市民に行動の抑制をどうお

願いするのか。 

 

8 月 5 日から 8 日には札幌でマラソンや競

歩が開催される。チケットがなくても沿道等で

観戦できるとなると、今まで以上に人流の増

加が想定される。北海道は、現在極めて大変

な状況にあるが、これらの日を迎えるにあたり、

道内、そして道外との人流や飲食への対策を

考えなければならない。 

 

ワクチン接種を希望する高齢者の多くは 7

月末には接種が終わるだろうが、それでも問

題は解決しない。40 代からの重症化リスクは

上がっており、高齢者以外へのワクチン接種

が進まないなかで経済活動が活発化すれば、
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40 歳から 64 歳の重症例の増加が想定され、

病床の逼迫は十分に起こりえる。 

我々は、国内の新型コロナによる死亡者数

を最少にすることを目標としてきたはずである。

都道府県、市町村は大会期間であっても、市

民に何を要請しなければならないかを示すべ

きである。例えば、飲食店の対応、都道府県

を超える移動などについてである。 

これらを考慮すると、大会に関連する人の

動きなども決まってくるのではないだろうか。

無観客、人の動きは最低限。地元選手を応

援するパブリックビューイングなど人が集まる

場面を最低限にすることも選択肢となる。大

会が国内のコロナ対策の実施に影響し、国

民の命が損なわれることは許されるべきでは

ない。 

 

２） ホストタウンへの対応 

キャンプ地を行う自治体への支援としては、

埼玉県ならびに、千葉県松戸市の支援など

を行った。また、以下のようにホストタウン向け

の資料のとりまとめを行った。 

 

海外の五輪代表選手が事前のキャンプなど

で訪日しているが、その際の対応が特に自治

体では課題となっている。ここでは、受け入れ

の自治体のために、今からでも行いたい対応

について示す。 

1 相手国の感染リスク状況を確認する 

 相手国の感染拡大については、WHO の

Weekly epidemiological update on COVID-19

を調べていただくか、NY Times のサイト 

（ https://www.nytimes.com/interactive/2021

/world/covid-cases.html）がわかりやすい。

特に検査が十分に行われていない可能性の

ある国では、外務省の「たびレジ」や現地の

英語新聞を確認したい。 

これから冬を迎える南半球の南米やアフリカ

では感染が拡大している。こうした国から受け

入れる自治体では特に対応を厳重にする必

要がある。選手は訪日前に壮行会などで多く

の方と会って送り出されている可能性がある。 

 

2 ワクチン接種の状況を確認する 

 自治体として、訪問選手のワクチン接種状

況は可能であれば入手したい。データがあっ

ても、その活用や解釈は医療者でないと難し

い。それでも、いつ、どの種類のワクチンを誰

が接種しているかがわかるだけでも、感染者

が出た場合の保健所の対応などに活用はで

きるであろう。 

 

3 検査が陰性であっても油断しない 

 選手は入国後７２時間前の検査で陰性証

明された後、空港の検疫で再度検査を行う。

その際に陰性であれば入国となる。その後も

ホストタウンで県などが手配した検査機関を

通して定期的な検査が行われるようであるが、

陰性であっても当面は油断してはならない。

潜伏期間は最長１４日間であり、滞在中に発

症する可能性はある。しかし、練習の際など

選手の行動にまでは介入できないであろう。 

 

4 自治体職員はワクチン接種を 

 対応する自治体の職員は、できれば事前に

ワクチンの接種ができているとよいであろう。

できるだけ、特に試合の前には、後で自治体

職員からの感染があったとされないような厳

格な対応が必要である。 

 

5 陽性者が出た場合の訓練をする 

 １例でも陽性者が出た場合の対応について、

地元の保健所や医療機関と検査から治療ま

での手順だけでなく訓練もしておきたい。今

後、チーム競技の中で陽性者が１名でも出た

場合はかなり難しい対応が求められる。外交

的課題とならないように自治体を支えなけれ

ばならない。こうした対応については国や組

織委員会が手順を含めて決めておくことが求

められる。 

【参考資料】 

▶東京オリンピック・パラリンピックにおけるホス

トタウンでの新型コロナウイルス感染対策準

備アクションチェックリストの使用にあたって 

［  https://plaza.umin.ac.jp/~COVID19/core

/host_town_infection_control_checklist.pdf ］ 

 

２． 東京オリンピックの中ならびにその後の対応 

 東京都における緊急事態宣言の発令などによ

って無観客での開催となった。そのため、選手同

士ならびに、選手から事業者、事業者同士での

感染が焦点となった。検査を行うことなどにより、

試合への出場ができなくなる選手もいたが、大会

の開催はできた。 

 大会中においては国内においては、感染者が

増加した。オリンピックの開始からパラリンピックの

終了までの東京都の陽性者の累計は、170,342

人であった。７日間の移動平均では 8 月 19 日中

の 4923 人が最も高かった。重症者数のピークは
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9 月 2 日の 291 人であった。期間中の死亡者は

47 人であった。期間中には、感染者の救急搬送

の困難や在宅での死亡者も東京都内ではみられ

た。東京オリンピックの間接的な影響は明らかで

はない。今後、間接的な影響についてどう明らか

にできるかは今後の課題である。 

 

３． 他のイベントへの適用 

 今後、国際的なマスギャザリングが新型コロナウ

イルスの流行の中でも実施できるようにする必要

がある。オミクロン株の出現など、今後はより感染

力が高くなり、また免疫逃避する可能性を十分に

想定しなければならない。こうしたことからオミクロ

ン株そして今後おこりえる変異株の社会へのイン

パクトを小さくするためには次のようなことが考えら

れた。 

 

 オミクロン株の特徴が次第に明らかになってき

た。感染の伝播力は強く、接触機会が減らなけれ

ば短期間でこれまでの数倍の感染者数となる。沖

縄県では、かつてのピークであった昨年の夏の２

倍の、１週間で 10 万人あたり 700 人に迫ろうとし

ている。このぐらいの感染者数となると、次第に検

査の能力や医療へのアクセスも限られるようにな

り、実際の感染の広がりが徐々に見えなくなる。こ

うしたことはその他の、特に都市に今後起こること

が想定される。 

 

感染を抑えるという点において重点措置や緊

急事態宣言という選択肢はある。早ければ早いほ

どいいが、その実効性のためには市民の納得感

が必要であり、求められる対策が実践されなけれ

ばならない。何より発令されても、その後の既に広

がった感染者数は積み上がり、発令の効果が感

染者数減少として現れる状況はなかなか見えてこ

ない。一方で様々なことが起きた際にこうした措置

がなされていなければ不作為とも指摘される可能

性もある。 

    

インパクトについては、たとえば 50 歳未満でワ

クチン接種をしていると死亡リスクは以前より抑え

られるが、これまでと同様に透析患者や妊婦さん

などハイリスクの方をどう守るかは課題となる。医

療逼迫で病床を必要とするのは 75 歳以上の高齢

者が多くを占めることになりそうである。また、子ど

もたちへの感染が広がる中で、特に 5 歳未満は

米国や英国で入院患者が増えているという報告

がある。 

医療や介護の現場では感染が広がりやすく、

職員だけでなく、海外ではその他の病棟での感

染拡大で死亡者が増加したことが報告されている。

成人の間では、職場や地域で感染が広がれば重

要な業務も一時的に停滞する可能性もある。学

校も今の運用では多数の休校となりえる。 

    

以上より、できるだけ地域の感染を抑えていくこ

とが必要ではある。しかし、市民にどう説明して、

どう行動していただくのか。また、感染が抑えられ

たとしてもワクチン接種が間に合わなければ再び

免疫のない人の間で数か月後に流行する可能性

もある。 

    

感染の拡大スピードは速く、今週と来週は各地

域で感染拡大が続くであろう。当面はできるだけ

感染者を減らすことが求められるが、飲食店の営

業時間の短縮や人数制限だけでは収まるような

状況でもなくなっている。かといって、成人に行動

制限を強く要請するほどのリスクはないともいえる。 

まさに、こうした複雑な要件の中でどういう選択

肢をとっていくのかきわめて難しい局面である。ど

う手を打つのかを次に起こりえることも含めて考え

ながら進めなければならない。 

   

こうした状況の中で、国内においても新型コロ

ナウイルスが確認されて以降、中止や延期、縮小

がされていた国際的なマラソン大会における感染

対策にも従事した。 

海外からの選手の日本への受入、感染対策、

そして国内においても、2 万人近い人数の参加が

あった。マラソンという競技の特性からすると、競

技中の感染はあまり考えられない。しかし、事前

の健康確認として、アプリによる症状の報告なら

びに、マラソンの前のＰＣＲ検査の実施を行った。

こうした手段を重ねることによって、市民にもその

対策をアピールすることでできるだけ国際的なイ

ベントができるようにしていく必要がある。 

 
D. 健康危険情報 

特になし。 
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